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研究成果の概要（和文）：知的障害者の情報アクセスに関して、現状の詳細な把握を行った。文

献調査、及び知的障害当事者を対象とした質的調査の結果より、知的障害者が社会生活を送る

中で情報アクセスの主体として認識されていない現状、普段接するメディアからの情報入手の

具体的困難、これまで提供されることの少なかった時事情報・福祉情報への「わかりやすい」

情報提供に関するニーズが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）：This study aims to grasp the situation of access to information 
of people with intellectual disabilities in Japan. Interviews and qualitative approaches 
to people with intellectual disabilities were conducted, following results were shown. 
1) People with intellectual disabilities were not considered to access information 
independently in society, 2)they have various practical difficulties to access 
information technologies,3) they need readable information about information of current 
events and social welfare. 
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１．研究開始当初の背景 

近年、障害者の「知る権利」に基づいた情
報保障の必要性が主張されてきた。情報保障
とは、「障害者が情報を欠くことがないよう
にするという同意から発する社会的活動な
いし配慮」（田中 2004）と定義される。情報
保障の課題解決にあたって「情報の発信側が
実施すべき、あるいは発信元が役割を果たす
べき直接的な配慮の視点」、「手話通訳や要約
筆記、ガイドヘルパーのように、発信者・受

信者の間に支援者なり、仕組みが介在するこ
とで課題解決が可能となる間接的な配慮の
視点」（太田 2006）の、二方向から障壁を低
める必要性が指摘されている。この両方向に
おいて状況の整備や課題の整理が最も遅れ
ているのが知的障害者である。 
例えばインターネット利用の場合、郵政省

（当時）の『知的障害者・要介護高齢者に優
しい情報通信のあり方に関する調査研究』
（1999 年）によれば、知的障害者へのインタ
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ーネット普及率は 0.7%であった。総務省の
『障がいのある方々のインターネット等の
利用に関する調査報告書』（2003 年）では知
的障害者のインターネット利用率は 19.6％、
日本障害者評議会による「障害者の IT 活用
における福祉用具の実態に関する調査研究」
（2007 年）では知的障害児・者のインターネ
ット利用率は 3 割程度であり、この 10 年間
で上昇傾向が認められるものの、国民全般の
利用状況と比較しても、他の障害と比較して
も利用率は格段に下回っている。加えて、そ
れらの調査結果によれば、知的障害者の PC
利用の多くが趣味のための利用であり、IT 機
器を活用して生活に必要な上を得るところ
には課題を残す結果となっている。また、得
られた情報の取捨や判断、情報の「理解」に
関する困難という、機器操作の困難との複合
的な課題もある。近年は当事者からの意見と
しても「わかりやすい情報」へのニーズがあ
がっており、知的障害当事者を情報作成に交
えた「わかりやすい情報」発信も少しずつ進
められているが、それらの取りくみは未だ学
術的に充分に評価・検討されていない。 
 
２．研究の目的 

知的障害者への情報保障について課題整
理が進んでいないのは、知的障害者に対して
の言語的障壁や情報バリアがそもそも問題
視されていないという背景がある。さらに知
的障害という障害自体が理解されにくいこ
とと、当事者の声が非常に少なく多岐にわた
るニーズがこれまで明確にされていないこ
と、言語という表現媒体自体が知的障害者に
とって非常にバリアフルであることなどが
理由として挙げられる。しかし、「個々人の
特別なニーズは医療的診断のみで決まるも
のではなく、その人の社会的文化的文脈も考
慮して初めて明確になるという認識が、情報
アクセシビリティを考える際に極めて重要
である」（河村 2004）と主張されるように、
知的障害の障害特性、障害者個人の生活史・
環境に根ざしたニーズ把握が目指されるべ
きである。そこで本研究は、情報社会がさら
なる発展を遂げる中で、知的障害者のデジタ
ル・デバイド（情報格差）の拡大を防ぐため
に、下記 2点を目的とした基礎的研究を行う。 
 
（１）知的障害者への情報保障の課題整理 
（２）知的障害者の日常生活における情報媒

体・文字情報への接点と接する際の困難の
様相、及び知的障害者の「わかりやすい」
情報提供へのニーズの詳細の把握 

 
上記 2項目の追究を通して、知的障害者が

「知る権利」の主体者として「情報保障」の
対象であるという視点を確立していくこと
を目指す。 

 
３．研究の方法 
研究目的の（１）、（２）のそれぞれについ

て、方法を述べる。 
 
（１）知的障害者への情報保障の課題整理 
主として文献研究による課題整理を行う。 
まず、国内外の障害者の情報保障全般に関

する理論と課題の整理を行い、知的障害者の
情報保障への応用可能性を検討する。加えて、
（２）に述べるインタビューの事前研究とし
て、知的障害者への情報保障に関する先行研
究、IT 機器を利用した事例研究について精査
する。特に情報の「わかりやすさ」を重視し
た事例、国内での知的障害当事者が編集に携
わった新聞『ステージ』や、「やさしく読め
る」ことに着眼点のある海外の事例『8SIDOR』
などにも着目し、「わかりやすさ」を追求す
る情報保障について評価と課題整理を行う。 

また、知的障害者と情報アクセスに関する
現場の見学を行い、文献研究で得られた仮説
を確認する。 
 

（２）知的障害者の日常生活における情報媒
体・文字情報への接点と接する際の困難の様
相、及び知的障害者の「わかりやすい」情報
提供へのニーズの詳細の把握 
情報アクセシビリティの向上のためには、

文献研究による課題整理に加えて、知的障害
者の日常生活における「情報」不足による困
難、生活上の情報に関する支援の現状、情報
に関する IT 機器活用の実態を詳細に把握す
ることが必要である。本研究ではニーズ把握
のために、２つの質的調査の手法を用いる。 
 

【調査①】知的障害当事者への聞き取り調査 
 知的障害当事者を対象とし、半構造化面接
法による聞き取り調査を実施する。 
調査対象者は 20 歳以上の軽～中度の知的

障害者 15～20 名程度で、日常生活に必要な
文字の読み書きを可能とする者、かつ本人活
動やその他の当事者活動の経験がある者（当
事者意識を持ち、積極的に発言する機会の多
い人々）とする。 
 
【調査②】知的障害当事者が参加する会議に
おける発話の質的分析 
 軽～中度の知的障害当事者 5～10名が編集
委員・オブザーバーを務める、知的障害者の
ための情報提供を目的とした新聞「ステー
ジ」（社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会
編／季刊）発行のために月 1回程度行われて
いる「ステージ」編集会議を録音する。編集
委員である知的障害当事者の発言の逐語起
こしから発話の質的な分析を行い、知的障害
者の情報の興味・関心に関する発言、及び理
解が難しいという言及があった用語をすべ



 

 

て抽出し、それらの傾向を考察する。 
「ステージ」は季刊で各号約 11,000 部を

発行しており（2010 年度）、知的障害当事者
への時事情報等の情報提供としては日本で
唯一、また最大規模のものである。この編集
会議での調査の意義は、知的障害者への情報
提供を目的とした新聞として、「どういう情
報提供が必要か」「どういう情報が当事者か
ら求められているのか」「どういう記事が読
みやすい／読みにくいか」が知的障害当事者
を交えて忌憚なく議論される場であり、知的
障害当事者への個別の聞き取り調査では充
分に言語化され得ないニーズや情報理解に
関する困難をより具体的な形で確認するこ
とができることにある。 
 
４．研究成果 
＜平成 21 年度＞ 

知的障害者への情報保障、情報・コミュニ
ケーション支援に関する文献調査を中心に
研究を進めた。まず、知的障害者の情報アク
セシビリティ保障のための基盤として、情報
アクセシビリティに関する概念整理――特
に「情報保障」の概念及び意義を中心に――
を行った。これらの精査より、「情報バリア
フリー」の理念において障害者の情報の受発
信とその権利の保護が想定されているが、
「情報」の示す意味が IT 関連に矮小化され
ており、日常生活における情報の流れとあり
方、及び伝達されるべき情報を阻止している
バリアに対する検証が不十分であることが
明らかとなった。また、主として情報保障の
対象とされている視聴覚障害者“以外”の情
報弱者に対する情報保障の必要性が示唆さ
れた。視聴覚障害者以外の情報弱者の情報ア
クセスにおける困難を実態に即して検証す
ること、及び彼らの社会参加と情報保障の関
連を詳細に論じることが課題として残され
た。これまでの文献研究の成果を論文化し投
稿した（雑誌論文②参照）。 

さらに個別具体的な課題を探るために、実
際に知的障害者が IT 機器を使用して情報を
受発信する際の課題を 2つに分け、詳細を整
理した。一つは、情報にアクセスするための
情報媒体である IT機器の操作に関する困難、
もう一つは、発信元の情報や文章そのものに
関する困難である。これらの精査より、知的
障害者が利用しやすい情報環境を社会的資
源として整えること、知的障害当事者が情報
に直接アクセスすることを意識した「情報の
ユニバーサルデザイン化」――情報の発信元
や社会側が準備すべき、出版・文字（書体）・
表記・表現を誰にでも使いやすいようにする
試み――による情報・メディアの整備が必要
であること、の 2点が示唆された。これらの
成果を学会・研究会にて報告した（学会発表
①②参照）。 

 
＜平成 22 年度＞ 
まず、平成 21 年度の文献研究のうち、知

的障害者に特化した部分の成果を論文化し
た(雑誌論文②参照)。さらに、文献研究で精
査された示唆を踏まえて、2 つの調査を実施
した。 
 
【調査①】平成 22 年 6～10 月にかけて知的
障害当事者 17 名に各 1～2時間程度、半構造
化面接法による聞き取り調査を実施した。具
体的な調査内容は、1）年齢・性別・障害等
級の確認、2)就労時/家庭生活時/余暇時にお
ける文字情報・情報媒体の利用機会、及びそ
の際の具体的困難について、3)情報への興
味・関心、普段接するメディアについて 、
4)日本語表記のわかりやすさについて、であ
る。  
この調査結果より、1)健常者多数の職場で

は、特に文字情報への配慮が得にくい知的障
害者が多いこと、2)移動時や公共機関利用時
は事前準備が必要なケースが半数以上に上
り、即時的な情報入手の困難を支援によって
補わざるを得ない状況にあること、3)情報媒
体の利用は趣味に関する情報入手に偏って
いること、4)「生活」「将来」に関する情報
は人を介しての情報入手に不足感を感じる
知的障害者が半数に上るが、必要を感じる情
報の自身での直接入手には至っていないこ
と、5)これまで情報提供のほとんどなかった
「時事情報」「福祉情報」等への「わかりや
すい」情報提供のニーズが確認されること、
6)日本語表記の「わかりやすさ」は非日本語
話者らに提供されているガイドラインやこ
れまで知的障害者への情報提供の際に言わ
れてきた「経験則」とほぼ共通するが、「分
かち書き」・「時刻表記」に相違点が確認され
ること、の 6点が明らかとなった。 
結果 1)から、職務に関する文字情報への提

供の配慮を健常者多数の職場への推奨事項
とすること、結果 2)から公共機関利用時の書
類の「わかりやすい」版の作成が課題として
あげられた。また、結果 3)4)5)から、知的障
害者の幅広い情報ニーズに対応するために、
既に行われている「わかりやすい」情報提供
の流通方法の見直しと改善の必要性（具体的
には、知的障害者が直接アクセスすることを
想定した情報を集積したホームページの作
成と、そこに集約される情報を携帯電話等の
より身近なツールや簡便な操作による情報
受信の方法を検討すること等）が課題として
あげられた。あわせて情報の取り扱いに関し
て家族・支援者への意識啓発を考える必要性
が示唆された。また 6)から、知的障害者の日
本語表記への「慣れ」を加味した独自の「読
みやすさ」の追究の必要性が課題として抽出
された。本調査で得られた仮説を検証した上



 

 

で、これらの具体的課題への対策の検討する
ことが今後の課題として残された。 

また、本調査に並行して、知的障害者家族
や支援者、LL ブック（「わかりやすい」「読
みやすい」本）作成に関わる編集者等と意見
交換の機会を持ち、普段行っている支援や、
情報提供を行う立場の人々が伝達すべきと
考えていることに関して知見を得た。 
 
【調査②】時事情報への興味関心、及び時事
情報等に接する際の理解にどのような困難
があるのか、の 2点を明らかにするため、平
成 22 年 4～12 月にかけて、「ステージ」編集
会議の録音調査を実施した。調査結果は現在
分析中である。 
また、本調査に並行して、知的障害者への

情報提供を実施している組織（東京都手をつ
なぐ育成会ほか）の紙面編集会議を平成 22
年 8～12 月に見学し、本調査の補足的な知見
を得た。 

 
なお、平成 22 年度に行った調査結果につ

いては、平成 23～24 年度中に知的障害・障
害者福祉学等に関連する学会にて成果報告
を行った後、論文化する予定である。 
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